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１．はじめに
　－イノベーションと知財－
　「リスクを避け、確実に収益を確保する」のが“オ
ペレーション”であり、その一方で、「当面の収益は
見送り、積極的にリスクを取っていく」というのが

“イノベーション”である。このように、“オペレー
ション”と“イノベーション”というのは、「収益と

いうものに対する姿勢」一つをとってもこれらは真
反対である。まさに“真反対”であるので、これら
を一つの組織に共存させるのは極めて難しい。実際
に、多くの会社で、それが課題となっている。
　ここで、「リスクを避け、確実に収益を確保する」
という“オペレーション”の真髄というのは、多く
の大企業が得意とするところである。そしてまた、
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これはそのまま「大企業が組織や売り上げの規模を
大きくすること」を追求することの理由ともなって
いる。実際、企業が大きくなるにしたがって、オペ
レーション効率が上がり、その成果としてオペレー
ションコストが下がっていく（より正確には、全体
の中での「オペレーションにかかるコスト」の比率
が下がっていくので、オペレーションコストが下
がったように見える）。
　そしてこれは、いわゆる「スケールメリット」と
呼ばれるものの一部を構成するものとなっている
が、言い換えれば、企業というものは、スケールメ
リットを出すために大きくなって行っていると言っ
ても過言ではない。事実、大きくなって行く過程で
オペレーションコストの低減が図られなければ、早
晩にその大企業は行き詰ることになる。実際、オペ
レーションコストの低減が伴わない大規模化によっ
て、経営が行き詰る例も見られる。
　逆の見方をすれば、大企業の巨大化の目的の一つ
は、オペレーションコストを下げてスケールメリッ
トを享受することにあると言ってもよく、組織の巨
大化というのは立派な経営戦略の一つともなってい
る。事実、鉄鋼業界のようないわゆる「規模型事業」
の場合には、Ｍ＆Ａを伴う巨大化が、極めて重要な
経営戦略として位置付けられている。
　けれども、オペレーションだけが重要な経営戦略
なのではない。もう一つ、企業の存続とその発展の
ために無くてはならないのが、“イノベーション”で
ある。しかしながら、前述したように、「リスクを
避け、確実に収益を確保する」というオペレーショ
ンに対して、「当面の収益は見送り、積極的にリス
クを取っていく」というイノベーションは、真反対
である。そう、片方は「リスクを避ける」のに対し、
もう片方は「リスクを積極的に取っていく」もので
ある。また、一方が「確実に収益を確保する」もの
であるのに対し、他方は「当面の収益は見送る」わ
けである。まさに正反対の事象なのである。
　こうしたことから、繰り返しにはなるが、これら
の相反する二つの事象である「オペレーション」と

「イノベーション」とが一つの組織内で上手く共存し
ていくのは極めて難しい。事実、多くの企業におい
ては、オペレーションかイノベーションのいずれか
に偏っているのが普通であり、上手く共存している
例は、極めて少ない。特に大企業では、そのサイズ
が大きくなればなるほど、オペレーションに偏向し

がちであり、イノベーションを起こすのが極めて困
難になる。このような「優秀な大企業に限ってイノ
ベーションが起こり難くなる」ことは、「イノベー
ションのジレンマ」とも呼ばれている１。

２．「イノベーションのジレンマ」への対応
策とその現実

　「大企業において、そのサイズが大きくなればな
るほどイノベーションを起こすのが極めて困難にな
るその理由」というのは至って簡単である。上述し
たように、企業が巨大化することの大きな目的の
一つが「オペレーションコストを下げてスケールメ
リットを享受すること」にあり、その過程において

「オペレーション部門の強化と肥大化」が起こるから
である。このような「オペレーション部門の強化と
肥大化」が起こると、その「大きく強力になったオ
ペレーション部門」が、オペレーション効率の向上
を追求する過程で、結果的に、イノベーションを潰
すことになる。それは具体的には、利益を生まない
イノベーション部門の縮小となって表れたり、イノ
ベーション人材の排除（異動ないしは退職）となっ
て表れたりする。
　このようにして、優秀な大企業に限ってイノベー
ションが起こり難くなる「イノベーションのジレン
マ」と呼ばれている現象に対して、その有力な解決
方法の一つが“研究所”を設置することだと考えら
れたことがある。実際に、“○○研究所”なるもの
を設置することがブームであるかのような時代すら
あった。その代表的なものが、ゼロックス社２のパ
ロ・アルト研究所である。
　当時のゼロックス社は、組織の肥大化が進み、誰
もがリスクを避けるようになった。リスクを取らず
ともそのまま上手くやっていけるのに、いったい誰
が“一か八か”のリスクなど取るだろうか。会社員
の方なら容易に分かると思うが、何につけ“失点”
というのは、出世の妨げになる。下手をすれば、そ
れを理由に左遷されてしまい、元に戻れなくなるこ
ともあるかもしれない。
　こうしたことから、「もしかしたら失敗するかも
しれない」ところには誰も手を出さなくなり、新し
い技術が生まれにくくなっていた。それはそうだろ
う。何せ、技術開発には失敗がつきものであり、上
手くいくまでは単なる「金食い虫」であるに過ぎな
い。かの本田宗一郎氏などは、「研究所というのは、


